
上位政策

核不拡散・保障措置
室長　木村　直人

3,201 3,117

原子力安全対策、核物質の防護及び転用の防止、
並びに環境放射能の把握

関係する計画、
通知等

核不拡散条約（ＮＰＴ）、日・ＩＡＥＡ保障措置協定、
各二国間原子力協力協定

担当課室
開発企画課

核不拡散・保障措置室
研究開発局

一般会計

担当部局庁

予算額(補正後）

１．核物質の在庫量等情報及び二国間原子力協力協定に基づく核物質の国籍管理のための情報については、平成２１
年度は、報告件数で約１３万件、報告データ数で約９６万件を処理した。これらの情報に基づき、国際原子力機関(IAEA)
への報告、及び二国間原子力協力協定を締結している相手国へ報告するための在庫目録等の資料作成を行った。

２．保障措置検査等実施業務（平成２１年実績）
①査察実績は約２５００人日
②原子力施設から分析のため受入れた試料数は約２１０件
③保障措置検査技術に関する調査研究を３件、試料分析に関する調査研究を１件、計量管理技術に関する調査研究を
４件、合計９件の調査研究を実施した。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

2,9782,687 3,065

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に
関する法律　第６１条の１０、第６１条の２３の２、

第６１条の２３の１０

執行額 2,674

・定期的（月２回）に、原子炉等規制法に基づく指定機関である財団法人核物質管理センターとの打ち合わせを実施し、
業務の進捗状況を確認している。
・日本原燃株式会社六ヶ所再処理工場は、本格操業に向けて準備を進めているところである。同工場における厳格且つ
質の高い保障措置業務を実施することが強く求められており、また国際社会の関心も極めて高いことから、同工場を含
む六ヶ所関係施設にかかる指定業務の内部監査を毎月行うことを指定機関である財団法人核物質管理センターに要請
し、国による外部監査も実施している。
・委託費及び交付金については、毎年度、額の確定調査を実施し、委託先・交付先の支出先・使途の把握を行っている。

総事業費(執行ベース) 2,674

19年度 20年度 21年度

3,043 3,180

22年度 23年度要求

3,043 3,180

補
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見直しの
余地

１．事業評価の観点：この事業は、国際原子力機関（IAEA）との間の協定等を受けて整備した、我が国の原子力活動が平和目的だ
けに限られていることを担保する保障措置制度の運用に必要な査察活動等の業務を行う長期継続事業であり、原子炉等規制法に
基づく指定機関である（財）核物質管理センター向けの支出を含んでいる。
２．所見：２０年以上続く長期継続事業であるが、日・IAEA保障措置協定等の国際約束を着実に履行するために不可欠なものであ
る。保障措置制度の運用に必要な業務については、国際的にも信頼された専門機関で実施させることが不可欠であることから、
（財）核物質管理センター向けの支出となることは適当であるが、業務の厳格な品質管理を行うとともに、分析機器の保守管理等の
効率化を図るなど、予算を縮減すべきである。また、今後、六ヶ所再処理工場の本格操業に伴う業務の増加も見込まれるところ、よ
り一層円滑な業務執行の実現に向けて、これまでの事業の成果を適切に検証すべきである。
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・情報処理業務委託について、IT化を図ることなどによる経費の合理化を検討する必要がある。
・原子力事業者等による核物質の在庫量等に関する国への報告の正確さを向上させるため、当該事業者のモラルハ
ザードを防止するなどの方策（修正のためのコスト低減）を検討しつつ、本事業の合理化を図る。

事業番号 0228

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　　　(文部科学省)　

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
昭和52年度国際約束に基づく保障措置の実施

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

○保障措置とは、核物質が平和目的だけに利用され、核兵器等に転用されないことを担保するために行われる検認活
動である。
○我が国は、昭和52年に国際原子力機関（IAEA）との間で保障措置協定を締結し、IAEAによる保障措置を受け入れるこ
ととなっている。
○そして、関連する国内法の整備を行って（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等
規制法」という。）の改正）、国内保障措置制度を確立した。本事業は、これら制度の活用により、我が国の原子力平和利
用を担保することを目的としている。

執行率 99.5% 99.3% 99.3%

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　日・IAEA保障措置協定の国際約束に基づく保障措置を適切に実施するため、以下の業務を行っている。
１．保障措置に関する情報処理業務委託
○核物質の在庫量等の情報に関する整理及び解析業務等を、原子炉等規制法に基づき指定された、実施機関に行わ
せるものである。
２．保障措置検査等実施業務
○本業務は、保障措置検査等実施業務の全部又は一部を、原子炉等規制法に基づき指定された、実施機関に行わせる
ものである。具体的には、①原子力事業者（製錬、加工、原子炉、再処理、使用施設）等に対し実施する査察、②原子力
事業者から採取した試料の分析、③保障措置の適切な実施のために必要な技術的検査に関する調査研究を実施してい
る。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文 部 科 学 省
３，１８０百万円

日・IAEA保障措置協定の国際約束に
基づく保障措置を適切に実施するた
め、原子炉等規制法に基づき、我が
国における原子力の平和利用を担保
する。

【委託費】

A．保障措置に関する情報処理業務委託
　
　　　支出総額：  ４２３百万円
　　　支 出 先：（財）核物質管理
　　　　　　　　　センター

B．保障措置検査等実施業務
　
　　　支出総額：２，１２７百万円
　　　支 出 先：（財）核物質管理
　　　　　　　　　センター

【交付金】

核不拡散条約下における国内
保障措置の実施、日本国政府
とIAEAとの保障措置協定及び
原子力の平和利用に関する二
国間原子力協定の国際約束に
基づく保障措置の適切な実施
に資するため、国際規制物資の
使用の状況に関する情報の解
析、その他の処理業務につい
て、核原料物質、核燃料物質及
び原子炉の規制に関する法律
に規定する「指定情報処理機
関」として文部科学大臣から指
定された機関に業務を委託。

文部科学大臣より交付され
る実施指示書に基づき、保
障措置検査を適時適切に実
施し、また、施設から提出を
受け又は国が収去した試料
は、安全を確保しつつ的確に
試験を実施するとともに、核
燃料物質等の移動を監視・
記録の確認を行う等のため、
核原料物質、核燃料物質及
び原子炉の規制に関する法
律の規定に基づく保障措置
検査等実施業務を行う「指定
保障措置検査等実施機関」
として指定された機関に対す
る交付金。

非常勤職員手当　   １４百万円
庁費　　　　　　　    １１１百万円
設備整備費　　　   １２０百万円
土地建物借料費　 ３６４百万円
業務旅費等　　　　　 ２２百万円

を
含
む



177

システム整備費 14

核燃料物質の
分析業務及び
記録の確認業

務事業費

保障措置検査
等技術に係る
調査・研究事

業費

機器等維持保守費 333

D.

0計 0 計

費　目 使　途 費　目

0 計計

使　途

0

金　額
(百万円）

H.

G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計

C.

金　額
(百万円）

02,127 計

保障措置検査
業務事業費

業務実施費

業務用消耗品費　等

人件費 検査、分析及び記録の確認等 1,143

付帯事務費 間接経費 183

借料　等 52

B. （財）核物質管理センター F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）

機器等維持保守費 143

業務旅費　等 82

計 423 計 0

費　目 使　途
金 額

(百万円）

一般管理費 間接経費（直接経費の１０％） 38

電子計算機システム借料　等 124

人件費 情報処理業務担当職員 156

解析・検索システム整備 105

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

A. （財）核物質管理センター E.


	シート(国際約束に基づく保障措置の実地)

